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まずは自己紹介から

1979年協栄生命（現ジブラルタ生命）入社

支社等で営業管理部門、事務管理部門を
経験

その後本社に異動し、人事部門に７年、
経営企画部門に９年在籍

2010年４月からOLIS勤務

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
私の会社人生は、前半が営業現場、後半は本社ということになります。
趣味は美味しいラーメンを食べること。そのほか、走ることや水泳、自転車といったところです。
最後のQ&Aでは、台湾の美味しいラーメンについてディスカッションしたいと思っています。（冗談）

振り返ってみると、一番大きなイベントは2000年10月の協栄生命の経営破綻とジブラルタ生命としての復活です。
いかなる理由があろうとも、保険会社は破綻してはいけません。お客様にかける迷惑の度合いが他の業種とは全く違います。
これがラーメン屋さんの破綻でしたら隣りの店に行けば良いだけですが、保険会社はお客様の生活そのものに対して大きな責任を負っています。
当たり前のこととお思いでしょうが、協栄生命の破綻では、私はこのことを痛感しました。
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ＯＬＩＳについて

協栄生命の当時の社長だった故川井三郎氏
が1967年に設立

アジア諸国における生命保険事業の健全な
発展に寄与することが目的

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
先ほど、当財団理事長の岡本よりご説明しましたとおり、毎年アジア各国から研修生を迎え、また各国に講師を派遣してセミナーを開催しています。
私はまだ財団の新参者ですので、当初「台湾で日本の保険事情を話して役に立つのか？」という疑問を持ちました。よその国の事情を聞いてもしょうがないのではないか？ということです。しかし、よく考える必ずしもそうではないのですね。
1960年代から1980年代にかけて、経済成長の波に乗った日本の生命保険業界は、他のアジア諸国よりも発展していました。保険制度だけではなく、保険会社の経営や管理などについて、いろいろなお手本を示すことができたと思います。しかし、今ではアジア諸国の生命保険業は急速に発展してきて、IT部門となると、もう台湾や韓国の方がよほど進んでいます。
ここ数年の台湾のIT産業の発達には実に目を見張るものがありますね。余談ですが、私の机の上のPCはacerです。おかげさまでとても快適です。
しかし、生命保険の制度面や業界の実態を見ると、良い意味でも悪い意味でも、まだ数歩日本の方が「お兄さん」だと思われます。お兄さんがたどった悪い道はたどらずに、台湾の皆さんには良い道をしっかり進んでいただきたいと思います。
もちろん、手本にしていただきたい良い部分も多々あります。
台湾の生命保険がさらに発展し、生命保険を通じて国民の皆様に経済的な保障と心の平和がもたらされることを願っています。そして、我々のセミナーが少しでもそのお役に立つなら、こんな幸いなことはありません。
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１．消費者保護の強化の流れｰ１

戦後の高度経済成長のひずみで、消費
者問題がクローズアップされた。
⇒公害問題
⇒粗悪品の乱造 etc
消費者と事業者の力の差が拡大

消費者保護基本法の制定（1968年）

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
最初に、日本の消費者保護強化の流れについてご説明したいと思います。消費者保護の流れが、この後ご説明する様々な規制法に結びついてくるのです。

1950年代後半から、戦後日本の高度経済成長が進展しました。
しかし、経済成長の一方で大気汚染や水質汚染、有害物質を含んだ食品など、消費者を脅かす様々な問題が発生しました。
消費者保護の必要性が叫ばれ、消費者運動が本格的に展開されました。
最初は個別の法律が制定されましたが、より総合的な消費者保護政策が必要とされ1968年に「消費者保護基本法」が制定されました。
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１．消費者保護の強化の流れｰ２

消費者保護法制定後、さらに社会情勢
が大きく変化
⇒消費者トラブルの急増
⇒さまざまな不祥事件も発生
⇒高度情報通信社会が進展

法律で消費者を「保護」することが難しく
なってきた

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
1990年代以降、消費者トラブルが急増してきました。
2002年度に、全国の「消費者生活センター」に寄せられた相談件数は83万件で、10年前の4倍に急増。相談内容も複雑化、多様化してきました。
企業の不祥事も続発。BSE（狂牛病）問題、雪印食品の偽装表示、三菱自動車のリコール隠しetcです。
消費者問題の国際化も大きなポイントです。人、モノ、サービスが国境を越えて行き来し、インターネットを使った犯罪や国際的な取引をめぐるトラブルも発生するようになりました。

社会がどんどん複雑化していくため、法律で消費者を「保護」することが次第に困難になってきたのです。
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１．消費者保護強化の流れｰ３

消費者保護基本法を見直し、
消費者基本法に改正（2004年）
ポイントは、

消費者の権利の尊重と自立支援

消費者と事業者の間に情報力格差、
交渉力格差があることを明記

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
すこしややこしいですが、「保護」の2文字がなくなっているのです。決して「保護するのを止める」ということではありません。「保護」というのは、「保護する者」と「保護される者」が存在し、上下関係のうえに成り立っている。そういうことではなく、消費者は保護の対象というよりは、まさに主役。消費者主権の重要性を強調しています。

経済の仕組みの変化や規制緩和の流れの中で、行政が業者に対する規制を通じて消費者を保護するのではなく、消費者が自分の権利を確実に行使できるルール作りや、被害者救済のための支援体制を整備しようという考えに変わっていきました。

それまでの消費者保護基本法では「行政が消費者を守ってあげるから、権利の主張は不要」というスタンスでした。
これに代わる消費者基本法では「安全である権利」「知らされる権利」など、消費者の権利が明記され、不誠実な企業の対応に対して、消費者の苦情は正当な権利として取り扱われ、行政もこの基本理念に則って政策を行うことになりました。

つまり、基本的に消費者と事業者の間の情報格差、交渉力格差はどうやっても埋めようがない。このため、消費者基本法により消費者の権利を確立させたものです。
同時に、消費者と事業者が自由で公正な取引を行うルールを整備し、万一救済が必要なときの制度を充実させるなど、消費者の自立も促しています。
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１．消費者保護の強化の流れｰ４

一般的な物品や商品を販売する事業を
対象とするだけなら、方向性は正しい。

しかし、金融商品の場合、

「消費者の権利の尊重と自立支援」

だけでは消費者保護は不十分である。

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
確かに多くの物品の販売においては、消費者の権利の尊重と自立支援があれば、消費者保護は大きく前進するでしょう。
しかし、はたして金融商品についてはこれで充分なのでしょうか？

実際、日本版ビッグバンと言われる金融システム改革では、金融商品の取引について、消費者に自己責任の原則を適用して権利尊重･自立支援を図っています。それと同時に金融商品取引法などを整備して、消費者保護を目指しています。
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１．消費者保護の強化の流れｰ５

金融商品、特に生命保険は
他の物品と何がどのように
違うのだろうか？

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
生命保険と他の物品、たとえば車、パソコン、家、文房具･･･ との比較です。

生命保険の特徴とは何でしょうか？
これを生命保険会社の設立の面から考えてみました。
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２．生命保険会社の特殊性

日本の生命保険事業は、台湾と同様に
免許制

免許制:行政から最も強い規制を受ける

国名 会社数 制度

日本 47 免許制

台湾 30 免許制

アメリカ 1,123 登録制

ご参考

日本と台湾は2010年4月現在
アメリカはSwiss Re のレポート
（2006）

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
日本も台湾も生命保険会社は免許制です。誰でも生命保険会社を設立できるわけではありません。

金融業のなかでは、保険と銀行が免許制、証券と投資顧問が登録制となっています。
ちなみに、アメリカは登録制のためとても多くの保険会社が乱立していますが、20年前の1988年は2倍以上の2343社もありました。M＆Aが進んだようです。
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２．生命保険会社の特殊性
なぜ登録制ではなく免許制なのか？

生命保険の特徴①

長期性：生命保険契約は20年、30年と長
いので、保険会社の支払能力を長期にわ
たって確実に担保する必要がある。

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
ご存知のとおり、生命保険は契約者が長期間にわたって保険料を払い続け、通常は相当期間を経過した後に保険金が支払われます。
生命保険会社の支払い能力、いわゆるSolvencyを長期間にわたって確実に担保する必要があります。
実際、生命保険会社が乱立しコントロールが充分に効いていなかった100年ほど前には、集めた保険料を持って夜逃げした業者もいたそうです。
そんなことから、後でご説明する「保険業法」が作られました。
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２．生命保険会社の特殊性
なぜ登録制ではなく免許制なのか？

生命保険の特徴②

情報の非対称性：生命保険を支える保険
数理はなかなか一般人には理解できない。
小さな文字で印刷された分厚い約款を通
読して理解する人は稀有。

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
生命保険料の算出の考え方自体は難しいものではありませんが、実際の計算はアクチュアリーの世界ですね。保険会社に勤めている人間でも、多くの方が保険数理だけは太刀打ちできないとお感じになっているでしょう。
また、保険契約が長期にわたることから、さまざまな事態に対応すべく、約款も相当複雑にならざるを得ません。

◆ 皆さんはご自分の会社の約款を全て読んだことがありますか？
恥ずかしながら私は入社した時の研修で普通保険約款を通読した以降、必要な部分を取り出して読む以外は、通して読んだことはありません。

生命保険特有の専門性･技術性を勘案して、監督当局が消費者･契約者になり代わって約款や保険料算出方法書などを厳正に審査して、免許を交付しているわけです。
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２．生命保険会社の特殊性
なぜ登録制ではなく免許制なのか？

生命保険の特徴③

家計への大きな影響力：１世帯あたりの年
間支払保険料は454,000円（生命保険文
化センター）
払込期間を30年とすれば、総額1,360万
円。国民経済に与える影響は極めて大き
い。

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
月額38000円ですから、かなりの金額。日本人は保険好きなのですね。それにしても1000万円を超えるとは･･･。日本の生命保険会社全社の保険料収入が34兆円にもなるわけです。
◆ 皆さんは年間どれくらい保険料を支払っていますか？一生ではどれくらいの金額になるのでしょうか？
一般的に一生涯で最も高額の買い物といえば住宅ですが、恐らくそれに次ぐ高額の買い物は生命保険ということでしょう。
しかし、家を買えばそこに住んでBenefitを享受できますが、いわゆる掛け捨ての定期保険でしたら、払い込んだ保険料は死亡した方の遺族に回っています。
ご主人を亡くした奥さんと子供に他の人達が払い込んで積み立てられた保険料が集まって、遺族のその後の生活を支える。これこそが生命保険の本質というものです。

このほか、日本の生命保険の世帯加入率が90.3％ときわめて高いことも、国民経済への影響の大きさが推し量られます。
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つまり、

生命保険の特徴である、
長期性
情報の非対称性
家計への大きな影響

から、消費者保護強化の流れにある

「消費者の権利の尊重と自立支援」だけ
では、充分な保護が難しいと考えられる。

どうしても強い規制をかけざるを得ない。

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
繰り返しになりますが、消費者保護の流れは、消費者の主権を尊重し、自立を支援する方向にあります。それはそれで正しいとは思いますが、生命保険についてはそれだけでは足らない。
こんなに長期の契約は住宅ローンぐらいしかない。
どんな物品の販売にも情報の非対称性は少なからずありますが、保険数理と約款を考えただけでも、生命保険は突出しています。
支払う保険料総額が国民経済に及ぼす影響は、桁外れに大きい。

このようなことから、生命保険の場合は、様々な法律によって消費者をしっかりガードしなければならないのです。消費者の権利を尊重しているだけでは不十分で、具体的に法律で保護しなければなりません。
これからご説明する「保険業法」「保険法」「金融商品取引法」などが制定された背景にはこのような経緯があると、私は考えています。
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保険業法と保険法の関係

保険業法
保険会社の規制･監督、組織・運営のルール

保険会社に向けられた規制ルールで、「してはいけない」
禁止行為に違反したら、刑罰が科せられる。

保険法
保険会社と契約者との、保険契約のルール

例えば、告知義務違反があった場合でも、告知妨害が
あったなら解除権は認められない、という私法上のルール

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
日本の生命保険の規制の中心は保険業法です。これは、行政から保険会社に向けられた規制ルールです。
もうひとつが今年4月に施行された保険法です。これは、保険会社と契約者の間の契約のルールです。
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保険業法と保険法の関係（ｲﾒｰｼﾞ）

行
政

保
険
会
社

契
約
者

規制・監督 契約

保険業法 保険法
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各国の立法の考え方

行政⇒保険会社 保険会社⇔消費者

日本 保険業法 保険法

台湾 保険法

中華人民共和国 保険法

ドイツ、フランス、
スウェーデン

保険業法 保険法

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
参考までに、各国の立法の考え方をまとめてみました。
多くの国で、保険会社の監督ルールと、保険会社と契約者間の契約ルールを切り分けて制定していますが、台湾と中華人民共和国だけ、両方を一つの法律でカバーしています。それぞれの国に立法の考え方があるのでしょう。



（1）保險業法

（2）保險法

（3）金融商品交易法

（4）金融商品銷售法

（5）消費者合約法

（6）違法收益轉移防止法
15-2

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
保険業法、保険法を中心に、日本の規制法を見ていきたいと思います。そのほかにもご覧のとおり金融商品取引法、金融商品販売法など様々な法律によって生命保険事業は規制を受けています。



（1）保險業法

（2）保險法

（3）金融商品交易法

（4）金融商品銷售法

（5）消費者合約法

（6）違法收益轉移防止法
15-3
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３．生命保険に関係する主な法律
（１）保険業法について

制定の意義
保険監督の基本法

保険会社および保険募集に対する監督に
かかるあらゆる事項について規定している。

経緯
1900年制定

1939年全面改正

1995年全面改正

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
改めて保険業法についてご説明します。
保険業を監督する根本的な法律が保険業法です。その目的は、保険契約者の保護にあります。

日本では、銀行を監督する銀行法があり、金融サービスの担い手を縦割りで規制する法体系となっています。この「縦割り行政」は、いろいろと批判されていることも事実です。
これの対極にあるのがイギリスの金融サービス法で、担い手が誰であるかにかかわらず、消費者保護の観点から横割りで規制する考えに立脚しています。同じような性質を持つ金融商品は同じ規則に服するのが望ましいのですが。
私が総理大臣になったら、この縦割り行政を改善したいと思います。

保険業法が制定されたのは100年以上も前で、２度の全面改正と頻繁な改正を経て現在に至ってます。
1995年の全面改正では、ソルベンシー･マージン基準の導入や、保険契約者保護機構（いわゆるセーフティーネット）の創設、子会社方式による生損保の相互参入 などが盛り込まれました。
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３．生命保険に関係する主な法律
（１）保険業法について

販売における法令上の禁止行為（300条）
虚偽の説明･重要事項の不説明
虚偽告知の教唆･重要事項の告知妨害
不当な乗換募集
特別な利益の提供
誤解させるおそれのある比較説明･表示
不確実な事項に対する断定的判断、誤解させるおそれの
ある説明･表示
脅迫･業務上の地位等の不当利用による保険契約の申
込みや消滅
保険会社の信用力または支払能力に関し誤解させるお
それのある表示
無登録募集

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
それぞれについて、簡単に例示します。
虚偽の説明とは、例えば、解約返戻金について「いつ解約しても払込保険料相当額が返還されます」と説明する。
重要事項の不説明とは、申込み手続きを済ませた後「重要事項説明書」等を手渡すだけで、説明しない。
虚偽告知の教唆とは、加入制限のある危険職種にあたるので、別な職種を告げるように勧める。
不当な乗換募集とは、不利益となるべき事実を告げずに、既契約を解約させて新契約の申込みをさせる。
特別な利益の供与とは、「ご加入いただければ第１回保険料はサービスします」と第１回保険料を立て替える。
誤解させる恐れのある比較説明とは、客観的事実に基づかず「当社のこの商品は業界№１」と説明する。
不確実な事項に対する断定的判断とは、「過去の実績から、将来も配当は約束できます」と説明する。
脅迫･業務上の地位等の不当利用とは、帰ってくれというお客様に「加入するまで帰りません」と居座る。
保険会社の信用力または支払い能力に関し誤解させるとは、ソルベンシーマージン比率が低い会社を「危ない会社」と説明するというような行為です。
無登録募集は言わずもがなですね。
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３．生命保険に関係する主な法律
（１）保険業法について

その他不適正な行為（307条）

無面接募集

代筆

保険料の費消･流用

成績付替え

保険本来の趣旨を逸脱するような募集活動

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
無面接募集でよくあるのが、契約者だけ面接し、被保険者とは面談しないケース。
代筆とは、例えば、契約者･被保険者である夫が留守だったため、妻に申込書を書いてもらうケース。
保険料の費消･流用は問題外。
販売実態のない社員に成績を付替えることはしてはなりませんね。
保険本来の趣旨を逸脱するような募集活動とは、例えば、保障は不要というお客様に、６ヶ月間だけ続けるという約束で契約を締結してもらう行為などがあたります。





（1）保險業法

（2）保險法

（3）金融商品交易法

（4）金融商品銷售法

（5）消費者合約法

（6）違法收益轉移防止法
17-2
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３．生命保険に関係する主な法律
（２）保険法について

保険契約に関する私法上のルールは約
100年前の商法の一部に規定されてい
た。

社会情勢の変化、特に消費者保護の観
点から2008年6月に単独の法律として
制定され、2010年4月に施行。

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
次は、保険法です。これは保険業法とは異なり、保険会社と契約者の間の契約に関するルールです。
日本における保険契約に関する私法上のルールは、約100年前の明治時代に制定された商法の中の１つの章で規定されていました。
しかし、その後の社会情勢の変化、特に消費者保護･契約者保護の観点を踏まえ2008年6月に単独の法律として新たに保険法が制定され、今年4月より施行されました。
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３．生命保険に関係する主な法律
（２）保険法について

このたび施行された保険法の中の、
- 契約者保護を目的とした主な内容
- 営業へのインパクトを
以降、簡単にご説明します。
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３．生命保険に関係する主な法律
（２）保険法について

告知義務関係

告知の対象はリスクに関する事項に限定

自発的に告知する義務から、保険会社から
の質問に応答する義務へ転換

告知義務違反と保険事故の間に因果関係
がなければ保険会社は免責とならない。

募集人が不告知教唆を行った場合は、契
約解除できない。

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
ここでいう「リスク」とは、支払事由となる保険事故（つまり被保険者の死亡等）の発生の可能性をいいます。

保険法が制定される前の準拠法であった商法では、「契約者側が重要事実を自発的に申告すべき義務」として構成していました。
しかし、一般の契約者･被保険者が自ら判断して保険の引き受けに必要な重要事項をもれなく告知することは容易ではありません。
そこで、保険会社が告知を求めた事項について回答すればよい、ということにしたわけです。

3番目の因果関係ですが、病気に関する告知義務違反をしていた被保険者が交通事故で死亡したようなケースです。契約者側を保護するルールといえます。保険会社が告知義務違反によって不利益を受けていない、ということがその根拠にあります。
しかし、その人が病気に関する告知を正直にしていたら加入できなかった、あるいは割増保険料を支払っていた、と考えると公平性を害するともいえます。従って、因果関係がないということはやや厳格に解釈すべきという意見もあります。

４番目の不告知の教唆とは、契約者側から「これは言った方がいいんですか？」と聞かれて「言わない方がいい」と募集人が答えた場合です。旧来では、形の上では契約者側に故意･重過失で告知義務違反が発生しているので、保険会社には解除権が発生しました。しかし、保険法では契約者を保護する立場から、このような場合は解除権の発生を認めないこととしました。
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３．生命保険に関係する主な法律
（２）保険法について

保険給付の履行期

保険金請求後、保険会社が調査に必要な
「相当の期間」を履行期限とし、それを超え
る場合は履行遅滞の責任を負う。
※ 相当の期間：原則5営業日

履行期起算の基準日は、会社ではなく社員
が受け取った日。

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
「相当の期間」は、各社の約款で具体的な日数を決めており、ほとんどが「5営業日」です。ただし、確認が必要な場合は25営業日としています。
履行遅滞の責任を負うとは、遅延利息（年利６％）を支払うということです。
実務上問題になるのが、起算日です。これまでは本社に届いた日から起算していましたが、今後は完備した書類を営業社員が受取った日がスタートとなります。

気をつけなければいけないのが、解約請求書類を受取ったときです。これまでは本社で解約処理をして初めて解約となりましたが、保険法の施行により、営業社員が受取った時点で解約となり、その時点で保障が消滅します。お客様への説明が大変重要です。
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３．生命保険に関係する主な法律
（２）保険法について

保険会社への通知による受取人変更

契約者は、被保険者の同意を得て会社に
通知することにより、受取人を変更できる。

これまでは受取人変更を保険証券に記載
することが必要だった。

通知日は、手渡しの場合：社員が受け取っ
た日、郵送の場合：消印日

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
これまでは証券に新しい受取人が記載されて初めて有効となりました。証券に記載されることで、第三者に対する対抗要件を備えるというわけです。
従って、今後は証券再発行が完了するまでの期間は、証券に表示されている人とは異なる人が受取人にとなる場合があります。
郵送で通知した場合、消印日が通知日となるのは興味深いですね。つまり、受取人変更の意思表示は、その通知が保険会社に届いたら発信時に遡って効力を生じるということです。契約者の意思を尊重した見地からの改正です。
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３．生命保険に関係する主な法律
（２）保険法について

未経過保険料の返還

年払・半年払契約について、契約が消滅
（解約）したり、保険料の払込が免除された
場合、未経過の保険料があれば返還する。

これまでは「保険料不可分の原則」により、
年払･半年払保険料を月単位に分割するこ
とはなかった。

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
年払･半年払の契約が解約されたり、保険料の払込が免除された場合、また、告知義務違反などで契約を解除した場合も、未経過期間にあたる部分の保険料は返還しなければなりません。実務的には月払に再計算して返還します。
実務部門を悩ませるのは、募集した営業社員に支払った手数料も戻入しなければならないということです。この変更で、多くの会社でシステム変更が大変だったようです。
なお、死亡保険金が支払われて保険契約が終了した場合は保険料返還の必要はありません。
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３．生命保険に関係する主な法律
（２）保険法について

被保険者による解約請求

モラルリスク防止のため、被保険者から解
約の請求を受けた契約者は、契約の解約
を行わなければならない。

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
例えば、保険契約締結時は良好な関係だったのに、その後契約者と被保険者が険悪な関係となった場合、被保険者の契約者に対する信頼が失われています。被保険者が保険契約を同意する基礎が失われています。
それでも契約者が保険契約継続の意思があったら･･･。
◆もし皆さんが被保険者の立場だったらイヤですよね。モラルリスクの恐れがあります。
そのような場合、被保険者から解約請求をうけた契約者は、解約しなければならないと定めました。
被保険者が直接保険会社に解約請求できるということではありません。
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３．生命保険に関係する主な法律
（２）保険法について

重大事由解除

契約者が保険金を不当に得ようとした場合
など、モラルリスクにより契約者と保険会社
との間の信頼関係が失われたとき、保険会
社は契約を解除できる。
※ 重大事由：保険金殺人、保険金詐欺

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
特に定期保険などにおいては、契約者の支払った保険料よりもはるかに多額の保険給付が発生します。従って、保険契約というものは内在的に射倖性を有しています。射倖性からくるモラルリスクが顕在化したにもかかわらずそれを放置したのでは保険契約の健全性が維持できなくなる、ということから保険会社による解除権を認めました。
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３．生命保険に関係する主な法律
（２）保険法について

片面的強行規定の導入

契約者、被保険者または保険金受取人に
不利な内容の約款の定めは無効とする。

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
これも契約者保護のための改正です。
保険法は「任意規定」「絶対的強行規定」「片面的強行規定」で構成されています。��任意規定は、それに反する約款の条文があっても保険契約は無効とはなりません。�しかし、絶対的強行規定はそれに反する約款の条文は無効です。�一方、片面的強行規定とは、契約者・被保険者に有利な内容であれば保険法の条文に反する内容でも無効とはなりません。 

保険法ではどの条項が片面的強行規定か明記されています。
例えば、告知義務に関する規定は片面的強行規定とされています。たとえ約款で「契約者が重要と判断する事項は、尋ねられなくても告知する」としても無効となります。しかし、「健康状態に関する告知は不要」と約款に定めることは、契約者側に有利となりますから有効です。
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少しわき道にそれます。
ご参考としてください。

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
消費者保護の思想が生命保険に対する規制の根底を流れている、ということはご理解いただけたと思います。
ここで、生命保険に対する行政指導・監督をさらに強めることになった重大な事件をご紹介したいと思います。
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不払問題が規制に拍車をかけた
不払問題：
2005年2月に発覚したM生命による死亡保険
金の不当な不払いが発端となり、大きな社会
問題になった。

追加支払：
2007年12月、38社で合計135万件、973億円
が追加で支払われた。（過去５年分）

金融庁の処分：
業務停止（1社）、業務改善命令（10社）

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
この不払い問題は、近時日本の保険業界の最も大きな事件です。

金融庁は全ての生命保険会社に過去５年間の追加支払を要する事案の件数、金額、発生原因、再発防止策を報告するよう命令しました。
これに要した生保各社の時間や費用もさることながら、生命保険業界全体が受けたレピュテーションリスクの大きさは計り知れないものでした。

なお、M生命の事案は不当な不払いで、悪質なものでしたが、他社に類似する案件はありませんでした。
信じられないことに、保険金支払い部門は出口を絞って死差益を得ようとしていたのだそうです。
これにより、M生命は２度にわたる業務停止（２週間）と、無期限の新契約販売停止の処分を受けました。

M生命ほど悪質ではないものの、支払い漏れ等が発覚した他の会社のうち、10社が業務改善命令を受けました。
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ここでいう不払とは･･･
意図的、悪質なケース
– 募集時に不告知を教唆し、保険金請求に対して

告知義務違反を理由に支払を拒む。

– 告知義務違反による解除ができる期間が経過し
たにもかかわらず、詐欺無効を理由に支払を拒
む。

保険会社の過失または態勢不備による
ケース
– 保険会社から十分な請求案内を受けられなかっ

た。
– 保険会社の診断書のチェックが不十分。

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
意図的、悪質なケースはM生命でしか発見されていません。
保険会社の過失や態勢の不備によるケースについては、保険会社は莫大な時間とコストをかけて改善に取り組みました。
すなわち、ほぼ全ての保険会社が、過去５年間の請求案件を再査定しました。

私も当時調査チームの一員として、箱詰めされていた入院給付金請求書を一枚一枚めくり、支払漏れの有無をチェックしました。業界中位のジブラルタ生命ですが、この作業のために派遣社員を100名以上採用し、本社社員も延べ数百名動員しました。費用も数億円要したということです。
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不払問題の反省

「保険会社の基本的かつ最も重要な責務は
保険金の適切な支払である」という認識が保
険会社に欠如していた。

保険商品が複雑になりすぎて、契約者が特約
などの内容を十分に理解できず、募集時、請
求時での案内が不十分であった。

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
基本的に原因はこの２点に集約されると思います。

クルマだったら、買ったお客様が運転してドライブを楽しんだり荷物を運んだりすることで利益を享受します。生命保険も同様。ご契約をお預かりすることはあくまでもスタートであり、お客様が死亡保険金や入院給付金、あるいは満期保険金を受取ることで初めて保険契約が全うし、保険会社はお客様に対する義務を果たすことができると考えるべきです。この最も基本的で重要な責務である「保険金の支払」をないがしろにする会社は、決して社会から許されるものではありません。

保険会社間の激烈な競争で、保険商品、特に特約の給付が大変複雑になってきました。特約の一つである手術給付金を例に挙げると、全部で88種類の手術それぞれに10倍20倍40倍の給付倍率が設定されています。単純な手術ならともかく、複数の疾患に基づく手術の場合などは、何倍の給付があるか、請求するお客様自身もお分かりでないことが多いのです。
また、1泊2日に入院や通院など、本来的な保険のニーズが小さい事象にも給付金を支給する特約や医療保険を販売していたため、お客様から会社へ請求するインセンティブが低いということも見逃せません。
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考え方の転換

約款至上主義からの脱却
– これまでの「約款に記載すれば充分」という考え方

から、「きちんと契約内容を理解してもらうことが必
要」に転換。

特に重要な事項は読み上げて理解した旨の署名を
もらう。

請求主義からの脱却
– これまでの「請求があって支払う」という考え方から、

「保険金や給付金の支払事故が発生している可能
性があれば、お客様に照会して請求してもらう。
「案内主義」への転換。

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
会社サイドの原因の根底に、「会社は契約者による請求があってはじめて保険金等を支払う」という保険約款の「請求主義」に則って、会社は請求勧奨をする必要はない、という考え方が存在します。
約款には「保険金の受取人は、保険金の支払事由が生じたときは、会社所定の書類を提出して保険金を請求してください」とあります。それでいながら、会社は契約者自身が容易に給付請求の判断ができるような情報・材料を十分与えることをしてきませんでした。

また、契約者サイドの原因としては
　・自分の保険契約からどんな給付が得られるのか理解していない。
　・往々にして保険金等支払事由の発生は保険契約時から相当年数経過後であり、契約者等自身どのような内容の保険契約・特約を結んだのか忘れている。
ということも挙げられます。

◆ 皆さんは保険会社に勤務されていますから、多くの方が複数の保険にご加入だと思います。でも、特約の給付内容がどうなっているのか、聞かれてすぐに答えられますか？例えば、胃ガンで手術して30日間入院したら入院給付金はいくらもらえるでしょうか？
私は主契約がどうだったかも良く覚えていません。保険証券を全て取り出して一つひとつ仔細に検討するしかありません。保険会社に務める人間ですらこうなのですから、まして一般のお客様がご自分の保障内容をしっかり理解しているとは思えません。
保険会社の責務として、販売後もお客様をしっかりフォローし請求漏れがないようにする必要があります。
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具体的な再発防止策-１
支払サービスの充実と手続きの簡素化

– セルフチェックシートの開発

– 診断書取得費用の会社負担

既契約者全件訪問

– 契約内容を確認してもらい、どのようなときに給付
があるかを説明

分かりやすい商品の開発

– 請求漏れ、支払漏れの生じない、単純明瞭な商
品の開発

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
お客様にご理解いただくため、支払に関するパンフレットやHPでの案内を充実させ、同時に支払手続きも可能な限り簡素化しました。
また、給付金を支払えるかどうかはっきりしない場合でも、お客様が請求しやすいよう多くの会社が診断書取得費用を負担することにしました。

契約内容をもう一度お客様に説明し、あらためて理解してもらうと同時に、これまで給付金をお支払できる入院等がなかったか確認しています。その好例にあたる、日本生命の「ご契約内容確認活動」を午後、鈴木先生が取り上げると聞いています。

販売している営業社員も給付内容を充分に理解しているとは言いがたいほど、複雑な商品が多数販売されています。いかに単純で分かりやすく、しかもお客様のニーズにお応えした商品を作るかが、保険会社の商品開発の重要な課題です。
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具体的な再発防止策‐２

診断書の電子化

– 生命保険協会が主導

支払査定態勢の充実

– 支払査定者のトレーニング

– 支払検証態勢の整備

営業社員の教育

– お客様への説明態勢の強化

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
医師が作成する診断書は読みにくい手書きであるだけではなく、記入欄を間違えていたりして、査定者が誤読･誤解していたケースが多々発見されました。そこで生命保険協会が主導して、診断書を電子的に作成できるソフトを全国の病院に配布しています。

先ほど手術特約を例に少しお話しましたが、正しく支払うためには査定担当者のレーニングが欠かせません。約款の知識と同時に医学上の知識も要求されます。
多くの会社では、お客様にお支払できないと決まった案件だけではなく、支払となった案件でも、それらを別部門にて必ず再検証する態勢をとっています。

当然ながら、お客様と直接お会いする営業社員も保険金の支払についてきちんとご案内できる知識を備えておかねばなりません。




39

具体的な再発防止策‐３

支払に関する苦情解決

– 支払審査会の設置（各生命保険会社）

– 裁定審査会の充実（生命保険協会）

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
◆ 保険会社が受ける苦情や紛争はどのようなことに関することが多いのでしょうか？保険金の支払関係が一番多いのではありませんか？
生命保険の特徴としてお話した「情報の非対称性」がありますから、約款上、あるいは医学上、会社が保険金を支払えない場合に必ずしもお客様が納得するとは限らないからです。そこで、お客様の目線から再検証し支払の透明性を高めるために、このような審査会ができました。

まず、支払審査会です。顧客保護の立場から、すなわち社外の人達からの視点による検証システムです。
ジブラルタ生命の例では、お客様からの不服の申し立てには担当チームが再度審査しご回答します。それにもご納得いただけない場合は支払審査会をご案内しています。支払審査会は、社外の専門家である弁護士、医師、学識経験者、消費者代表など5名で構成され、客観的立場から査定結果の妥当性を審査しています。もしこの支払審査会が、会社の「非該当」の結論を不適切と決議したときは、会社に対して再査定を答申します。会社決定を覆すことはありませんが、会社は基本的にこの答申に従うとしています。

生命保険協会には2001年から「裁定審査会」というADR（Alternative Dispute Resolution)機関があります。裁判外の紛争解決制度です。
まず、協会の「生命保険相談所」が苦情を受け付け、生命保険会社への解決依頼や和解のあっせんを行います。それでも解決しない場合は、弁護士と消費生活相談員から構成される 「裁定審査会」で審議してもらえます。
なお、金融ADRは現在整備が進められているところです。




（1）保險業法

（2）保險法

（3）金融商品交易法

（4）金融商品銷售法

（5）消費者合約法

（6）違法收益轉移防止法
35-2
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３．生命保険に関係する主な法律
（３）金融商品取引法（2007/9）について

金融サービス全体の構造改革の中心

包括的･横断的な利用者保護ルールを
整備する

投資性の強い金融商品を幅広く対象とする

市場の公正性･透明性を向上させ、市場
に対する信頼回復を目指す

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
脇道が少々長くなりましたので本筋に戻ります。不払問題をご説明する前までは、生命保険に対する法規制として「保険業法」と「保険法」の２つをご説明しました。その３つ目は「金融商品取引法」です。

金融技術の進展などを背景として、利用者保護法制の対象となっていない金融商品が出現してきました。このような法の網目からもれる金融商品が原因で利用者被害を生ずるケースが発生してきたのです。
投資性の強い金融商品を幅広く対象とする、横断的な利用者保護のルールです。

日本の個人金融資産の中心は預貯金です。2008年度の統計では、およそ50％が現預金。ちなみにアメリカが13％、イギリス、フランスが30％弱、ドイツは30％なかばということですから、日本はかなり高いといえます。
◆ 台湾の個人金融資産はどの程度が預貯金ご存知ですか？調べておきましたよ。およそ40％です。日本と似ていますね。
経済の活性化には「貯蓄から投資」が課題となっていますので、その受け皿となる市場の公正性･透明性は必須要件といえます。
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３．生命保険に関係する主な法律
（３）金融商品取引法（2007/9）について

金融商品取引法の制定に伴い、保険業
法も改正され、保険会社が取り扱う投資
性の強い商品も、基本的に金融商品取
引法と同様の規制が適用されるように
なった。

投資性の強い商品

外貨建て保険･年金

変額保険･年金

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
「保険業法も改正され、金融商品取引法と同様の規制が適用される」とは分かりにくいですね。
本来ならば金融商品取引法で、証券会社、銀行、生命保険会社が取り扱う投資性の強い商品を横断的に規制すれば良いのですが、ここが日本の縦割り行政の悪しき部分なのです。
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３．生命保険に関係する主な法律
（３）金融商品取引法（2007/9）について

「金融商品取引法と同等の保護規制」とは？

商品 保護規制 対象商品･取引

保険 保険業法
外貨建て保険・年金、
変額保険・年金

預金 銀行法 外貨預金、デリバティブ預金

信託 信託業法 指定金銭信託

先物取引 商品取引所法 価格変動により損失が生じる取引

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
各商品の保護規制の中心的な法律である保険業法や銀行法などに「金融商品取引法と同等の」という表現を入れて、対象となる金融商品を限定し、従来の個別の法律に金融商品取引法の効力を持ってきたわけです。
一応、これによりほとんどの金融商品に対して、販売や勧誘ルールなどの利用者保護規制が適用されるようになりました。
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３．生命保険に関係する主な法律
（３）金融商品取引法（2007/9）について

販売･勧誘ルール-1
契約締結前の書面交付義務
契約概要・契約者が負担する費用・市場リ
スク等を記載した書面を交付し、説明。

契約締結時の書面交付義務
契約成立後遅滞なく費用･税務・契約内容
を記載した紙面を交付し、説明。

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
契約締結前に、このようなことを記載した書面を交付しなければなりません。特に「損失が生ずることとなるおそれ」があるときはその旨の記載が必要です。

また、締結後もお客様に税務や契約内容をあらためて説明しなければなりません。



45

３．生命保険に関係する主な法律
（３）金融商品取引法（2007/9）について

販売･勧誘ルール-2
各種禁止行為

「虚偽のことを伝える行為」や「不確実な事項に
ついて断定的判断を提供して勧誘をする行為」
をしてはならない

不招請勧誘の禁止：勧誘の要請をしていない
顧客に対し、訪問･電話により勧誘してはなら
ない

再勧誘の禁止：締結しない旨の意思表示をし
た顧客に勧誘を継続してはならない

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
まず、虚偽のことを伝える行為は論外ですね。
この法律の規制対象は外貨建保険や変額保険ですから、「為替は今後円安に移行します」とか「株価の上昇は間違いありません」というように、不確定な事項を断定的に伝えてはいけません。
為替や株価の変動が事前に分かったら、保険の販売は辞めてトレーダーに転職すべきですよ。

禁止行為の２番目「不招請勧誘の禁止」と３番目の「不招請勧誘の禁止」は金融先物取引だけに適用され、保険商品は対象外となりました。
そりゃそうですよね、「生命保険の販売は、お客様の断りから始まる」と言いますから。
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３．生命保険に関係する主な法律
（３）金融商品取引法（2007/9）について

販売･勧誘ルール-3
適合性の原則
知識、経験、財産の状況など、契約者の属
性に則した適正な募集。

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
お客様の知識、経験、財産の状況及び契約締結の目的に照らして不適当な勧誘を行い、顧客保護に欠けることのないようにしなければならない、ということです。

ジブラルタ生命やプルデンシャル生命では、スータビリティプログラムという制度を実施しています。
例えば外貨建ての年金などの対象商品を販売したら、社員はお客様の前でコールセンターに電話を入れて契約概要を説明し、続いてお客様に電話を替わります。コールセンターの担当者はお客様と直接話をして、契約内容やリスクを認識しているか電話で確認します。




（1）保險業法

（2）保險法

（3）金融商品交易法

（4）金融商品銷售法

（5）消費者合約法

（6）違法收益轉移防止法
41-2
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３．生命保険に関係する主な法律
（４）金融商品販売法（2001/4）について

顧客保護のための義務・責任

重要な事項についての説明義務

重要な事項を説明しなかったことで生じた
損害の賠償責任

勧誘方針を策定・公表する義務

重要な事項： 市場リスク、信用リスク

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
ここでいう「重要な事項」とは、主に市場リスクと信用リスクを指します。
市場リスクとは、金利、為替、金融商品市場の相場等の変動が原因で元本欠損、すなわちお客様が受取る金額が払込保険料を下回るリスク
信用リスクとは、保険会社当の業務または財産の状況の変化を直接の原因として元本欠損がリスクです。平たく言えば、保険会社が破綻するリスクです。



（1）保險業法

（2）保險法

（3）金融商品交易法

（4）金融商品銷售法

（5）消費者合約法

（6）違法收益轉移防止法
42-2
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３．生命保険に関係する主な法律
（５）消費者契約法（2001/4）について

消費者と事業者の間には、情報の質と
量、交渉力差があり、トラブルはその格
差が背景にあることが多い。不適切な勧
誘方法によって消費者が誤認･困惑して
締結した契約は、所定の期間内ならば
申込みまたは承諾の意思を取り消すこと
ができる。



（1）保險業法

（2）保險法

（3）金融商品交易法

（4）金融商品銷售法

（5）消費者合約法

（6）違法收益轉移防止法
43-2
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３．生命保険に関係する主な法律
（６）犯罪収益移転防止法（2008/3）について

マネー･ロンダリング行為の防止が目的

販売ルール

顧客等の本人確認を行う

本人確認記録を作成･保存

取引記録を作成･保存

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
犯罪の収益が、組織的な犯罪を助長するために使用されたり、健全な経済活動を阻害する事業に移転されたりすることを防ぐことが目的です。
保険会社を含む多くの金融機関等にお客様の本人確認や記録の作成・保存、疑わしい取引の届出を義務付けています。
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最後に

保険業法、保険法、金融商品取引法など、
近年日本の生命保険業界を取り巻く規制
をご説明しました。一貫してそれらのベー
スに流れているものは消費者保護の精神
です。

生命保険の特殊性を踏まえて、消費者保
護の必要性をご理解いただければ幸いで
す。
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ご清聴ありがとうございました。
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